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はじめに
　私は明治大学大学院文学研究科臨床人間学
コースで兼任講師をしている。その授業の一
部で、今年度（2008年度）に宮原誠一の
「教育の本質」（宮原誠一『宮原誠一教育論集・
第一巻』国土社、1976年所収）と、それに
からんで勝田守一の「教育の概念と教育学」
（同著『教育と教育学』岩波書店、1970年所
収）をとりあげた。これらをとりあげた理由
は、教育研究の基本概念と二っのタイプの教
育本質論を比較することが、社会教育の再解
釈に必要となっていると考えたからである。
予想以上の社会問題の発生
　社会教育の再解釈は、宮原誠一が「社会教
育の本質」（『宮原誠一教育論集・第二巻』
国土社、1977年）で使った言葉だが、わた
しはそれとは異なって社会問題から社会教育
の再解釈にせまろうとする。すでに、それの
一端は拙著『社会教育入門』（有信堂、2008
年）で試みられたことであった。
　何故かと言えば、若者の労働問題、雇用問
題がフリーター、派遣労働、日雇い派遣など
で無視できないと考えたからであり、従来の
社会教育はそれに対処する枠組みを持たなかっ
たからである。しかし、昨年秋からの経済恐
慌による社会問題の噴出は予想を超えている。
　すなわち労働、雇用の問題が、貧困問題と
結びついて社会問題となっている。
　社会問題は社会として解決すべき問題、社
会の矛盾から生ずる諸問題であり、社会政策
の対象となる問題と言われている（『広辞苑』）。
それゆえ、社会の人々または政府・行政が社
会問題としてなにを認めるかがカギになる。
社会問題として認められるには、問題の質と
量があるであろう。質は社会的な標準と見な
されるものが満たされないことである。例え
ば、失業とか、失業や障害のために住居を失
う、あるいは女性が男性により支配される状
態である。しかし、これらの認知は個人、団
体、政府・行政により異なるから、多くの人々
に認知されるには、量が社会問題の認知に与
える影響は大きい。（この量は増加のテンポ
のこともさす）’
　こんにちの社会問題の焦点は、金融恐慌か
ら生じた労働問題、雇用問題である。このよ
うな社会問題は、問題であるから解決が求め
られている。社会問題の解決は、社会政策に
よって行われると観念されている。この場合
の社会政策は、社会が社会のために社会の力
により行うところの政策である。1もちろん
この社会の力には様々な勢力があるが、ここ
ではそのことを問題にはしない。
　問題は、単に社会政策、社会福祉の領域だ
けではなく、社会問題の解決には教育も、そ
の主体形成の点から寄与できるはずである。
これは根拠なく言っているのではなく、社会
教育では問題解決学習が行われていた。『社
会教育入門』では、社会問題教育が社会教育
の特徴であることを主張した。
　しかし、現在の教育政策はこのような立場
にない。すなわち、教育基本法が作成を定め
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た教育振興基本計画の問題である。この計画
は高度知識社会のための教育の計画を立てて
いる。知識は応用だけでなく、予想するため
に使われる。知識は現象を説明するだけでは
なく、その本質を極め、将来を予想する役割
がある。この点からすれば、今回の金融恐慌
は金融工学を駆使した高度な知識社会なるも
のがきわあてもろいものであることを示した。
　同時にこの振興基本計画は社会問題の渦中
にいる人々の教育問題を無視している。2
　社会教育が社会問題と関わることが必要に
なっていることを示す象徴的な事件は、昨年
12月31日から今年1月5日にかけて、日比
谷公園に設けられた派遣村であった。解雇さ
れ住居と仕事を失った派遣労働者、解雇を予
告されている労働者500人以上が集まった。
　日比谷公園は、市民の文化、教育、集会、
いこいのために、すなわち市民活動、社会教
育活動の場としてっくられた。そのため日比
谷公会堂、野外音楽堂、日比谷図書館がもう
けられた。その場に派遣村が設けられたのは、
厚生労働省に近いという意味だけではなく、
こうした運動が市民の問題、社会教育の問題
であるということでもある。
　その点から、日本の社会教育理論に強い影
響を与えている宮原誠一の社会教育理論を検
討する。それは、単に強い影響があるという
だけではない。宮原の教育論が教育と社会と
の関連を正面から論じているからである。
宮原の社会と教育
　宮原の教育論は、勝田守一の教育論と対比
されて論じられている。ある人は、このふた
りの教育論を対比して、宮原のそれは教育の
社会的規定であり、勝田のそれは教育の目的
的規定であるとした上で、両者の統一的把握
を課題とした。3教育の目的的規定というの
は、教育の目的として人間一厳密には子ども
の発達を置いていると言うことである。した
がって、統一的把握とは、教育の社会的規定
と発達的規定の統一ということである。
　この分け方では、宮原には発達的規定がな
いということを意味しているのであるが、一
方で宮原自体にその統一的把握がなされてい
るという指摘がある。
　山田正行は、宮原の「人間化」「主体化」
の論理には発達論が内包され、「宮原の議論
においては、発達は主題とされてはいないが、
宮原は人間の発達を踏まえ、その上で、この
発達をより十全に保障する社会を目指し」と
特徴づけている。4たしかに、宮原が発達論
を意識していなかったとはいえないであろう。
たとえば、社会教育論で児童の教育、青年の
教育と言っているから。
　しかし、発達論に踏み込んでは論じられて
はいないことが問題なのである。これは、勝
田の、例えば『能力と発達と学習』（1964年、
国土社）と比較すれば明らかである。では統
一する論理は宮原論にはなかったのか。勝田
は社会的規定と目的規程は対立しながらも教
育の本質を示していると評価して、社会的規
定の存在を認あていた。そうした勝田が統一
した方向への契機を準備したのかが検討課題
となるであろう。
　結論から先に言えば、この両者の議論を結
びつけるのが「学習」であろう。小川利夫は、
宮原の社会的形成論を受けて、勝田が学習論
を措定したと指摘している。すなわち、勝田
は宮原の「再分肢」論の批判的発展を意図し、
その基本的な方法概念としての「形成と教育」
のいわば中間に（？）新しく「学習」という
基本的方法概念を提示しながら十全に問題の
再構成を展開しないまま故人となったと、小
川利夫は述べている。5勝田の学習論への注
目は、正鵠を得ている。
形成と教育、自然成長
　宮原の「教育の本質」論は、形成と教育と
の関係を「自然成長」「再分肢」と言う概念
を使って論じた。この論文を概括してみる。
　人間の形成は社会的生活によって行われ、
その過程は社会的環境、自然的環境、個人の
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生得的性質、教育によって行われるが、社会
的環境、自然的環境、個人の生得的性質は
「人間を形成する自然成長的な力」である。
この自然成長的な力は環境と生得的性質にわ
けられるが、生得的性質（生得的・自然的な
もの）の展開を社会的なものによって説明し
なければならず、人間の形成の第一次的な規
定者は素質ではなく、環境である。
　この形成の過程は「自然成長的な過程であ
るのにたいして、教育は目的意識的な過程で
ある。人間が人間の形成のたあに目的的に努
力するということが、教育の本質である」。
言葉を換えて言えば、「人間の形成の過程を
望ましい方向に向かって統御しようとする人
間の努力が、教育の本質にほかならない」の
である。
　ところで、人間は「社会的生活の全過程に
よって形成される」から、社会の中の教育の
役割を考察することによって、教育の社会的
根拠を明らかにしようとする。すなわち、
「教育という社会の機能」は、「他の基本的な
諸機能のそれぞれの末端一もっとも実践的な
末端で営まれているところの再分肢的機能」
っまり、「政治の必要を、経済の必要を、あ
るいは文化の必要を、人間化し、主体化する
ための目的意識的な手続き」である。
　以上が概括であり、これが教育の再分肢論
とか教育の社会的規定といわれる。しかし、
理解しやすいわけではない。例えば、形成の
自然成長性と言う概念は、目的意識性と区別
する上で重要な概念であるが、読者には当然
わかることとして説明されていない。
　自然成長性を理解するために、例えば、次
のような例が考えられる。花の種をまけば育
つ、それが自然成長性であり、売るために育
てるのが目的意識性であると。しかし、これ
を人間に例を取ると複雑になる。なぜなら、
人間は意識する存在だからである。哲学者の
故寺沢恒信は、『意識論』（青木書店、1984
年）で次のような例を挙げている。
　人間は一日以上も何も食べずにいれば大変
腹が減る。腹が減ってくることは物質である
人間の身体のひとっの状態であるが、同時に
何か食べたいと願望し、食べるものを手に入
れようとする。食べずにいる原因がもしも食
物のない部屋に閉じこめられていることであ
れば、そのような目に会わせた人をにくいと
思うであろうし、報復する場面を想像するこ
ともあるだろう。このように感じたり・願望
したり・考えたりすることが「意識する」こ
とである。
　人間はこのように意識をし、そして行動す
る。その中で形成されるとすれば、形成も意
識的過程ではないかという疑問が生じする。
それでは、自然成長性とはいかなる意味なの
であろうか。
　宮原は自ら、デューイ、クリーク、スヴァ
トコーフスキーから学んだと言っている。そ
のなかのスヴァトコーフスキーが教育論の中
で自然成長性という言葉を使っている。かれ
は、1930年前後にソヴィエトに生まれた教
育を形成と同一視する主張を、人間の経験で
獲得としたものを教育と見なす、自然成長に
依拠しており、それはウラディメール・レー
ニン（1870～1924）が批判した自然発生的
なものの過大評価だと批判している。6
　レーニンは、ロシアの革命運動のたあに、
革命的社会民主主義政党が必要なことを明ら
かにするために、1902年に『なにをなすべ
きか？』（村田陽一訳、大月書店、1953参照）
を出版した。この本の中で、自然発生性とい
う言葉が使われている。すなわち、第二章の
表題が「大衆の自然発生性と社会民主主義の
意識性」であった。
　それでは、「大衆の自然発生性」とは何な
のか。それは「一揆が抑圧された人々のたん
なる蜂起でしかなかったのにたいして、組織
的なストライキはすでに階級闘争の芽生えを
あらわしていた。だが、あくまでも芽生えに
過ぎない。一中略一それらは、労働者と雇い
主との対立が目ざあたことをかたるものでは
あったが、しかし労働者は、自分たちの利害
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が現代の政治的・社会的制度の全体と和解し
えない対立にあるという意識、すなわち社会
民主主義的意識を持っていなかった」ことで
ある。
　そして、次のように指摘する。労働者によ
る自然発生性の典型は機械の打ち壊しなどの
「一揆」をさし、その特質は「闘争というよ
り、はるかに絶望と復讐心との現れ」である。
労働者の闘争は、ストライキなどによりこれ
に比べ「はるかに多くの意識性のひらめきを
しめす」ようになる。自然発生的要素は、
「意識性の萌芽形態」を示すようになる。そ
れは、雇い主に対し明確な要求を提出し、ど
ういう時期に出すのが好都合なのかを検討し、
そのために組合に団結するなどの行動に示さ
れる。
　しかし、レーニンによれば、これは意識性
の「あくまで芽生えにすぎない」のである。
何の芽生えかというと、革命的な社会民主主
義意識のである。革命的な社会民主主義とは、
労働者の利益が当時の社会制度・政治制度と
和解することが出来ない対立にあるという意
識、当時のロシアを支配していたッアーリの
専制政府を打倒し、自由と社会主義を実現す
ることを自覚する意識である。この意識性は、
自然発生性の意識からは生まれることは出来
ず、理論によって独自に作られ、政治教育に
よって伝えられなければならない。（以上の
引用は、村田陽一訳、49，50頁）
　レーニンはこの本の中で自然発生性がどの
ようにして生まれるかは述べておらず、その
現象を述べているに過ぎないが、それは、絶
望と復讐心から出発し、ストライキや組合の
組織化を始める。同時に、工場制度や職業状
態を明らかにした文献が労働者の手によって
出されるようになる。
　長くなるが引用してみる。「労働者たちは、
自分らの乞食のような生活や、とほうもなく
苦しい労働や、無権利状態にっいて、あます
ところなく真実をかたる新しい種類のリーフ
レットを、社会民主主義者のサークルが自分
らに提供しようとのぞんでおりまた提供でき
るのだということをみてとるやいなや、工場
からいわば通信の雨をふらせはじめた。一中
略一そして、いろいろな施設、いろいろな職
業の労働者の窮乏と困苦には共通するところ
が多かったから『労働者の生活の実情』は全
ての人々の心を動かした。もっともおくれた
労働者の間にさえ、「なにか活字にのせたい」
という真の熱情が一すなわち、略奪と抑圧の
うえにきつかれた現代の全社会制度との戦争
の、この萌芽的な形態への高貴な熱情が起こっ
てきた」（村田陽一訳、87，88頁）
　少し長く引用したのは、ここに自然発生性
といわれた労働者の意識性が現れているから
である。話し言葉ではなく書き言葉によって
出来ること、すなわち、自らの環境とそのな
かでの経験を客観化し、連帯を求めるという
意識性があるのである。自然発生性は決して
意識化されていないわけではないのである。
自然発生性における意識は経験に基づいてい
る。これらのことを確認しておきたい。
　宮原がいう自然発生性がわかりにくいのは、
そこにある意識性と教育に於ける目的意識性
とのちがいを論じていないからである。
　レーニンが政治論として論じた自然発生性
と意識性の問題は、心理学においても問題で
あった。それは、ジャン・ピアジェ（1896
～1980）とレフ・ヴィゴツキー（1896～19
34）との論争として有名である。柴田義松は、
『ヴィゴッキー入門』（子どもの未来社、2006）
で次のように述べている。
　「ピアジェの研究の特徴は、「科学的概念の
自然発生的発達」を研究しているところにあ
ります。これに対し、ヴィゴッキーは、科学
的概念を非自然発生的概念の典型としてとら
え、自然発生的にではなく、まさに学校教育
の過程で組織的に形成されていくものとして
扱っています。」（柴田前掲書86頁）
　「科学的概念の自然発生的発達」とは、例
えば子どもの空間表象はユークリッド的では
なくトポロジー（位相幾何学）的」であるこ
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とを見いだしたことにある。すなわち、ユー
クリッド的に場所に変化が起こっても「大き
さ」「距離」などは変わらないという「保存
条件」の認識は自然発生的にはうまれず、生
まれるのは、図形が「閉じている」とか「開
いている」かとか、外にあるか内にあるかを
視覚的にとらえている。
　ヴィゴッキーも自然発生的な概念があるこ
とを認めていた。子どもは言葉で（例えば、
兄弟）表されるものが何かはよく知っている
が、その概念そのものがどんなものかは、よ
く分かっていない。（例えば、兄弟の兄弟は
誰かを問うと混乱する）子どもには、生活の
中で自然と身にっいていく概念とそうでない
概念がある。と、ヴィゴッキーも指摘した。
前者が自然発生的な概念である。ヴィゴッキー
はこれを生活的概念と呼んだ。（柴田前掲書
95頁）
　このように、ピアジェ、ヴィゴッキーとい
う偉大な心理学者により子どもの自然発生的
概念の存在が認あられていた。このことが明
らかにされた時期は、1920年代後半から30
年代初頭にかけてであった。ヴィゴッキーは、
1934年に37歳で結核で死んでいる。したがっ
て、宮原の立論は結果として、これらの偉大
な心理学者の研究成果を踏まえたことになっ
ている。しかし、これらの心理学者は自然性
を消極的に扱わず、子どもの発達の特徴とし
てとりあつかっている。だから、自然成長性
の意識性を考慮しなかったスヴァトコーフス
キーとは異なるのである。
　柴田義松は、前掲書で自然発生的・生活的
概念の発生は普通あれこれの事物に子どもが
直接生まれることと結びっき、「自己の経験
を積み重ねる長い発達の過程」が必要とされ
ることを指摘している。ここでレーニンの自
然成長論と共通するのは経験である。
　すでに述べたように、宮原は自然発生的に
行われる形成の過程を望ましい方向に統御し
ようとする人間の努力を教育とした。この自
然発生性と教育との関係にっいて、宮原は、
ある立場からみて、人間形成の望ましい方向
を助長し、望ましくない要因を排除すること
である。これ自体はわかりやすいが、宮原は
望ましい方向が該当する人間にどのように準
備されるかは述べていない。それは全く外か
ら来るのか、それとも当の人間に準備されて
いるのか。
　ヴィゴッキーは、この自然成長性と教育と
の関係についてすでに宮原と同じ見地に立っ
ていた。「教育は子どもの人為的な発達と定
義されうる。教育は、発達の自然的過程の人
為的な統御である」と。（柴田前掲書123頁）
この教育の過程をヴィゴツキーは科学的概念
習得の問題として検討した。自然発生的に生
まれる生活概念は、経験する物から概念に進
むのに対し、科学的概念においては概念から
物にすすむ。両者の間には密接な相互関係が
指摘され、子どもが科学的概念を習得するた
あには、生活的概念の発達が一定の水準に達
していることが必要であることを導き出した。
（同102頁）
　そして、この一定の水準を低次の体系と高
次の体系との言語を媒介にした相互作用によっ
て生じるという法則を打ち立てた。そこから
「発達の最近接領域」という概念を打ち出し
た。それは「教授は子どもにおいてすでに成
熟した機能に基づいて行われるのではなく、
まさに成熟せんとしっっある機能を呼び起こ
し、発達させるものでなければならない」
（同105頁）このような議論は、宮原が参考
にしたスヴァトーコフスキーの先の論文が書
かれたときに、すでに行われていたのである。
この議論を積極的に活かしたのは、宮原では
なく勝田であった。それは勝田の著作『能力
と発達と学習』によく示されている。
学習と教育
　勝田が教育は学習の指導と定義したことを
『社会教育入門』で指摘した。この定義に着
目した理由は、学習をたてることにより自然
成長、すなわち形成の意識性をこどもだけで
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なく人間一般の問題として考えることが出来
るからである。
　勝田は、形成を「教育の概念と教育学」
（勝田『教育と教育学』岩波書店、1970）で
次のように定義する。それは社会の複雑な作
用の総体としてあらわれ、社会の諸関係の中
で、意識的な指導や社会の中で生まれ、形作
られる自己の希望や意欲によって自らを形成
する。（同書64頁）ここでは、形成における
当事者の意識性が明確にされている。これは、
宮原にはない。
　この形成の意識性を保障するのが学習であ
る。「重要なのは、人間の形成には、学習と
いう行動の可能性、自発的なその傾向が前提
とされていることである」。（同書65頁）
それでは、学習とは何か。「主体が環境との
相互作用の中で、もって生まれた刺激と反応
の傾向を土台としながら、適応の努力をくり
かえす過程で、習性を変容し、新しい能力を
形成するのが学習というものなのである」7
　新しい能力を形成すると言っても、それは
教育ではない。「学習をそのまま教育と考え
るのは、教育という概念をあまりにも広くし
すぎるという不便さ」だけではなく、「人間
が生活の経験という学習を不可避としている
かぎり、むしろ理論的には、教育の否定とな
り終わるか、あるいは実際的には、ひそかに
理論的に否認した教育をしのびこませて、そ
のために混乱を大きくする責任を負わねばな
らぬだろう」8
　ここには、宮原が形成と教育を同一視する
危険性を指摘したことと同じトーンを見るこ
とが出来る。宮原は「教育の本質」で次のよ
うに言っていた。「人間が社会的生活そのも
のによってかたちつくられる過程を、形成と
名づけるか教育と名づけるかは、言葉の上の
あらそいではない。第一には、社会的生活そ
のものによる人間の形成を、教育と名づける
ことによって、人間の形成のための目的的な
努力であるところの教育という社会現象の本
質が見失われるからである」（前掲、国土社
14頁）
　形成と教育を区別する点においては、両者
は共通しているようにみえる。しかし、勝田
は小川が指摘するように形成と教育の中間に
学習を置いたのではなく、形成の前提として、
形成のためになくてはならないものとして学
習を置いたのである。そして、その学習は目
的意識性を持っている。従って、勝田にあっ
ては、形成は自然成長的ではない。
　さらに、勝田と宮原の違いは、勝田は学習
を形成の前提にすることにより、形成に教育
を含ませ、教育は学習の指導としたことであ
る。そこでは、二重の意味で形成は自然成長
的ではない。二重の意味とは、学習に於ける
意識性と教育に於ける意識性である。宮原は
この点あいまいである。形成を自然成長的で
あるととらえ、形成の外に教育を置いている。
「教育の本質」論文で「教育は形成の過程を
統御する営み」といいながら、「教育は、人
間の形成の過程に内包される一要因に過ぎな
い」ともいう（前掲書、22頁）。この点、勝
田の方が明快である。
　しかしながら、宮原が言う形成が「人間が
社会的生活そのものによってかたちつくられ
る過程」であるかぎり、それは学習なしには
行われない。したがって、形成と教育との関
係は学習と教育との関係なのである。この点
で、勝田が形成と教育を、学習と教育ととら
えたのは、形成と教育との構造の中軸を言い
当てていることになる。
　形成と教育ではなくて、学習と教育との関
係がより中軸的であると考えるからこそ、
「人間の教育にとって、つねに第一義的な問
題は、人間がどのような社会的生活を営んで
いるかということだ。」という宮原の指摘が
生きてくる（前掲書、22頁）。なぜなら、学
習は社会的生活のなかでしか行われないから
である。客観的な社会生活と学習による学習
者の社会生活の内的な取り込みが行われるか
ら、学習という内的な取り込みから学習者の
社会的生活の意味と要因を発見する時に、宮
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原の指摘が活かされるべきである。わかりや
すく言えば、なぜその人はノイローゼになっ
たのか、なぜケアを必要とするのかと言うと
きに。
内化された社会問題から人間化へ
　宮原の再分肢論は、社会の分肢である政治、
経済、文化の人間に対する機能を人間化する
ことを教育の役割とした。「政治の必要を、
あるいは文化の必要を、人間化し、主体化す
るための目的意識的な手続き、これが教育と
いうものにほかならない。」23頁
　この規定を、矢川徳光は教育機能論だとし
ている。「これは政治・経済・文化を社会の
基本的機能として立てて、それらと階級対立
の観点からとらえられた教育とを構造的・有
機的に囑みあわせたすぐれた教育機能論であ
る。わたしがこれは教育本質論でないと見る
のは、宮原氏のこれらの命題は教育の社会的
機能を極めて鋭く衝いているけれども、教育
を人間人格の発達という視点からとらえたも
のではなかったからである。一中略一宮原氏
は前記の規定的な命題に達するまでに、素質
と環境との相互関係を論じ、人間の場合『社
会的環境の諸条件によって個人の生得的性質
はその発現の仕方を規定される』と正しく指
摘しているが、その所論は人格発達論にまで
は深められていない」。9
　教育の本質の中軸に人格発達論を置くなら
ば、宮原の「教育の本質」論は機能論であり、
矢川の指摘に付け加えるものはないであろう。
「人間化、主体化」が人格によって行われる
としても、宮原はそのことを明示していない
し、展開の糸口を明示していない。
　「教育の本質」直後に書かれた「社会教育
の本質」（1950）に、「民主主義と社会教育」
「全成人の全面的学習」がある。これらには
民主主義一政治からの教育の必要、あるい
は「全成人の全面的学習」の必要性は論じら
れるけれども、人間化、主体化にっいては論
じられていない。
　しかし、教育の機能論が本質論ではないと
は言えないであろう。教育の機能が教育の本
質であるという規定は成立する。ただ、見落
としてはならないのは、教育機能論において
もその前提には学習があることである。した
がって、両者をつなぐのは学習であり、教育
は学習の指導であるという命題が教育の普遍
的規定として成立する。この場合の学習は、
前述の勝田による規定である。
　宮原も、勝田も学習や形成がプラスの結果
をもたらすだけとは想定していない。否定的
な結果ももたらす。その結果を、望ましい方
向に指導する典型的な教育は、矯正教育であ
る。これは、社会的予防、ひろくは政治の機
能から出発しているが、矯正教育は望ましい
方向に統御しようとする実践に他ならず、宮
原流に言えば人間化する再分肢そのものであ
る。
学校教育学からの解放一ペダゴジー
　宮原が、勝田、矢川と決定的に異なるとこ
ろは、教育学を学校教育学から解放したこと
である。宮原は「教育の本質」のなかで、教
育学が広義、狭義の二義という命題をたて、
広義の教育という名の下に社会的環境の影響
を一応取り上げるが、深く追究せずに「もっ
ぱら狭義の教育すなわち学校教育に閉じこもっ
た」（前掲書、25頁）と批判し、教育学の対
象を学校から社会に解放することを主張した。
　教育学の対象を社会に広げることによって、
ふたっの視角があらたに問題となる。ひとっ
は、成人の発達の問題である。成人の発達を
子どもや青年の発達と区別した場合、成熟と
する考え方もある。しかし、肉体的な精神的
な衰え、病気は新たな能力を獲得するという
意味での学習を保障するものではない。拙著
『社会教育入門』ではそれを認知症の事例で
注目したのである。
　第二は教育学の対象の問題である。勝田は
その理論の対象を学校に限定し、かつ子ども
の発達に限定した背景的理由は、ペダゴジー
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にあったと思う。勝田によれば、教育学はペ
ダゴジーと言う言葉の系譜を引き、ギリシア
語の子どもを導くものからでていて、子ども
を教育する技術、仕方にっいての知識を意味
する（前掲、岩波書店、39頁）。この理解を
承認すると、成人教育学にはペダゴジーは適
用できないから、ギリシァ語の成人と導くも
のを結合したアンドラゴジーという語が作り
出された。例えば、池田日出男・三浦清一郎・
山本恒雄・浅井恒子著『成人教育の理解』
（実務教育出版、1987）を参照されたい。
　しかし、ペダゴジーを子どもの教育とする
見解は、こんにち否定されている。ドイッの
教育学者ヴィンフリート・ボーンによれば、
ペダゴジーは子どもを指導するということを
語源にしていないで、最初から人間の訓育と
教育の理論であった。そして現在では、教育
科学だけでなく教育の技術も意味する。10そ
うなると、ペダゴジーは子どもから成人、高
齢者までを対象とした壮大な教育学になる。
（勝田にならってペダゴジーと英語を利用し
たが、英語圏ではペダゴジーは一般的でない。）
ドイッの社会教育学（Sozialpaedagogik）
は成人、高齢者も対象になっている。そうす
るとアンドラゴジーの成立根拠はなくなる。
宮原誠一「社会教育の本質」
一社会問題の希薄化
　「社会教育の本質」（宮原誠一著『宮原誠一
教育論集・第二巻』国土社、1977）論文は、
近世以前に社会の中で組織された、あるいは
習慣化された教育を教育の原形態といちづけ
た。そして、近代以降の社会教育は、教育の
原形態としての社会教育と異なり、学校との
関連で生まれたことを指摘する。そして、社
会教育は、学校の拡張、補足、以外、として
生まれ、発展してきた。しかし、これが書か
れた第二次世界大戦後の日本社会では「学校
教育と社会教育とはその関係を根本的に再調
整されるべき段階にたちいたっている」とい
う。すなわち、「われわれは近代的な学校教
育と社会教育とを通過して、いわば異なる次
元において、ふたたびかの教育の原形態とし
ての社会教育にかえろうとしている。しかし、
それはもとよりかの素朴な教育形態にかえる
のではない。家庭や近隣や職場における、分
散的な訓練と教育のむかしにかえるのではな
い。まったく逆に、社会の教育的必要を総合
的・系統的に計画化することが、ここにいう
新しい次元に於ける社会教育の課題である」
（前掲書、39頁）
　そして、社会の教育的必要は児童の教育、
青年の教育、成人の教育と分類されている。
教育的必要は、学習の必要とも言い換えられ
ている。児童の教育、青年の教育では「学校
教育と社会教育を一体化することを原理的に
承認」され、学校が「社会全域における学習
のセンター」になる（40頁）。社会が学習の
機会となることを前提にして。
　しかし、義務教育修了後は上級学校に行く
者と実務に従事する者とでは教育的必要は分
化する。義務教育終了後実務に従事する青年
および一般の成人を対象とする教育を成人教
育と呼ぶか社会教育と呼ぶかはいっかはっき
りさせる必要があるとことわりっつ、社会教
育としている。（前掲書40頁）実際は、実務
に従事する青年および一般の成人を対象とし
た成人教育を社会教育としたのである。すな
わち、「新しい次元に於ける社会教育」は成
人教育となった。
　以上から次の点を確認しておこう。学校と
の関連に於ける社会教育の発達形態は、1949
年に公布された社会教育法の社会教育規定を
歴史的に支えている。しかしながら、「新し
い次元に於ける社会教育」を成人教育とした
ことは、社会教育法の否定であるから、新た
な法の提起を伴わねばならなかった。なぜな
ら、社会教育法は学校とは別に社会に於ける
児童の教育、青年の教育としても社会教育を
規定しているからである。
　この論文発表後の社会教育発達形態研究は、
社会教育が学校との関連だけで生まれたわけ
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でない多角的な関係を明らかにした。1950
年代に明らかにされたのは社会政策・社会事
業との関連であり、行政的には内務行政（社
会行政）との関連であった。社会教育は社会
政策・社会事業の機能として展開された。ま
た、1948年に児童福祉法が登場した。子ど
もと青年の教育は、これにより児童福祉の機
能としてあらわれた。
　こんにち社会問題があきらかにされ、社会
問題の中で学習する子ども、若者、成人が存
在することは、否定できない。その中での学
習や社会問題に対する政策が、人々を人間化
するかどうかは、争点であるに相違ない。こ
の点は、宮原にあっては非明示的に成人教育
に労働教育、現職教育、職業相談を含んだ生
活指導などに現れていた。なぜ、非明示的と
言ったかというと、労働教育、現職教育、職
業相談、生活指導は社会問題ないし社会政策
に緊密に関係するにもかかわらず、宮原には
社会政策、社会問題との関連は自覚的に位置
付けられず、宮原の社会教育の歴史的理解は
学校との関連にしぼられていたのである。社
会教育の多様性を歴史的に踏まえ、その再解
釈に挑んだのは小川利夫であった。
（未完）
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